[bookmark: _Hlk491830021]保育サービスの企業間連携利用契約書


＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿（以下「甲」といいます。）と合同会社まなびの木 （以下「乙」といいます。）とは、乙が保育運営を行うつなぐ保育園（東京都足立区弘道１－５－２０。以下「保育園」といいます。）のサービスを、甲が雇用する従業員及び甲の役員(以下併せて「保護者」といいます。)の監護する乳幼児（以下「利用児」といいます。）に提供することに関し、以下のとおり契約（以下「本契約」といいます。）を締結します。

第１条（契約の目的）
乙は甲の事業発展のため、利用児に対し、児童福祉法、保育所保育指針及び認可外施設に対する指導監督要綱等に沿った保育サービスを提供します。

第２条（保育園利用の条件）
甲は、保護者が入園を希望した際は、保育園を利用するために必要な、保護者の「就労証明書」の発行をします。
2 保育園を利用するためには、利用児にかかる全ての保護者（配偶者など）の「保育の必要性」（就労・就学・疾病・求職中など）の証明が必要となり、万が一、全ての証明を得られなかった場合、その保護者は保育園を利用することができません。
3 保育園が受入れできる人数は、保護者が入園を希望した時に空いている定員の範囲内となります。

第３条（保育サービスについて）
具体的な保育内容は、乙が別途定める「保育園のしおり、保育園 利用契約書及び利用者 個別契約書」によります。
2 乙は、保育サービスの提供において利用時に関し、重大な事件又は事故等が生じたときは、直ちに甲及び保護者に報告します。

第４条（保育料）
利用児の保育料及びその他の利用料（延長代・保育事務費、補食代等の臨時利用料）は、乙が保護者に請求し、保護者が乙に支払うものとします。
2 乙が保育園に支払
う基本保育料は＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿円（非課税）です。

第５条（保育園利用提携契約料）
甲が乙に対して支払う保育園利用提携契約料はありません。
2 保護者の乙に対する保育料の支払いが、一定期間以上滞り、かつ保護者との連絡が取れなくなった場合は、甲は乙と保護者との連絡回復に対し、最善の協力を行う。

第６条（秘密保持）
乙及び保育に従事する乙の全ての職員は、本契約に関して知り得た甲に関する情報並びに保育サービスを提供するうえで知り得た利用児、保護者及びその家族等に関する情報を第三者に開示又は漏洩せず、本契約の履行及び保育サービスの提供以外の目的で使用しません。
2 前項の秘密保持義務は、本契約終了後も有効に存続します。

第７条（保育園利用契約解除）
乙は、利用児の健康状態等によって通常の保育が困難と判断した場合は、保護者・医師・自治体などに相談した上で、お子様の安全を鑑み、入園・通園を断ることができます。

第８条（契約期間）
本契約の契約期間は、令和＿＿年＿＿月＿＿日から令和＿＿年＿＿月＿＿日までとします。
2 契約満了日の1ヵ月前までに、甲から乙に対して書面による契約終了の申し出がない場合は、本契約は1年間更新されるものとし、以後も同様とします。
3前項の定めにかかわらず、甲又は乙は1ヵ月前までに相手方に対して書面で通知することにより、本契約を解約することができます。

第９条（個人情報の取り扱い）
乙は、本契約に関連して甲から受領する甲及び保護者の個人情報（個人情報の保護に関する法律第2条第1項に規定される個人情報をいいます。以下同じです。）について、個人情報の保護に関する法律その他関連する法令及び監督官庁のガイドラインを遵守するとともに、厳重な管理を行う等適切な措置を講じなければなりません。
2乙は、前項に規定する個人情報を本契約の履行以外の目的に使用してはならず、保育に従事する乙の職員以外の第三者に開示し､又は使用させてはなりません｡
3前項までに定める個人情報の取扱いは、本契約終了後も引き続き効力を有します。

第１０条（損害賠償）
甲及び乙は、本契約に関し、自らの責めに帰すべき事由により相手方に損害を与えたときは、相当因果関係の範囲内の損害について賠償する責任を負うものとします。ただし、保育園内での損害・傷害に対しては、乙と保護者とで締結した「保育の利用契約書」の範囲内で責任を負います。

第１１条（契約の解除）
甲及び乙は、相手方に次の各号の一に該当する事由が生じた場合は、何らの催告を要せずに直ちに本契約の全部又は一部を解除することができます。
（１）重大な過失又は背信行為があったとき
（２）自ら振出し又は引き受けた手形・小切手について不渡り処分を受けたとき、仮差押え、差押え、競売、破産手続開始、民亊再生手続開始、会社更生手続開始の申立てがあったとき
（３）租税公課の滞納処分を受けたとき
（４）監督官庁より業務停止又は事業免許若しくは事業登録の取消処分を受けたとき
（５）その他前各号に準ずる本契約を継続しがたい重大な事由が発生したとき
2甲又は乙は、相手方に本契約上の義務の不履行があり、相当期間を定めて催告したにもかかわらず是正されない場合は、本契約の全部又は一部を解除することができます。

第１２条（反社会的勢力の排除）
甲及び乙（それぞれの法人の場合、その役員、執行役員等の重要な使用人及び主要株主を含みます。以下同じです。）が暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋、その他反社会的勢力（以下「反社会的勢力」といいます。）のいずれかにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても該当しないことを確約する。また、甲及び乙は、本契約に係る業務の遂行にあたって、反社会的勢力を利用せず、反社会的勢力への業務委託（再委託以降を含みます。）を行わないことを確約します。
2甲及び乙は、相手方が前項のいずれかに違反した場合には、相手方に対し催告することなく直ちに本契約の全部又は一部を解除することができるものとし、解除を行った当事者が被った損害につき、相手方に対し損害賠償を請求することを妨げないものとします。
3前項による解除により相手方に損害が生じた場合でも、解除を行った当事者は一切これを賠償する責任は負わないものとします。

第１３条（協議事項）
本契約に定めのない事項が生じたとき、又は各契約事項の解釈に疑義が生じたときは甲乙誠意をもって協議のうえ解決するものとします。

第１４条（裁判管轄）
本契約に関し、訴訟の必要が生じたときは、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意します。

以上、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、各自記名押印のうえそれぞれ１通を保有する。



令和　　年　　月　　日

				甲	
					
					　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


				乙	東京都足立区弘道１－５－２０								合同会社まなびの木「つなぐ保育園」
					法人代表　渡辺　暁子			㊞

